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＊ご意見募集中

広報委員会では、月刊不動産を充実した内容にす
るため、会員の皆さまから、本誌に対するご意見を募集
しております。
貴社名、ご氏名、所在地、電話番号を明記のうえ、郵

便またはFAXにてお願いします。

〒102-0094 東京都千代田区紀尾井町3-30 全日会館

（社）全日本不動産協会　広報委員会宛

�03-3239-2198

法善寺横丁は、大阪を代表する歓楽街・道頓堀の路地裏にある飲食店群である。その
名のとおり、法善寺に隣接する路地にあり、その起源は江戸時代にまでさかのぼる。法
善寺の参拝客向けに露店や茶店ができたのが始まりだといわれている。狭い区画に飲食
店がひしめき合い、石畳の路地が昔ながらの風情を今に残している。また、横丁は数々
の文学作品に取りあげられ、その記念碑が至る所に建てられている。
2002年9月、隣接する旧劇場「中座」の解体工事中にガス爆発が起こり、旧中座と同

じ区画にある19店舗が消失した。復興の際には、狭い路地が現行の建築基準法の規制に
かかり、再建にあたっては道幅を広げる必要があった。しかし、横丁の伝統的な景観を
残そうとする署名活動が始まり、大阪市は、建築基準法の特例を適用して被災前の姿で
復興を行う方針をとった。復興途中には、先の火災で被害を免れた区画で、再び火災が
起こるといった経緯もあったが、その後無事再建され、現在では昔の道幅を維持したま
まの横丁が復活している。

�表紙写真
大阪府　法善寺横丁
（ほうぜんじよこちょう）
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【 特 集 1 】

第42回　全国不動産会議　山形県大会

四季感動 べにばなのやまがた
～みどり豊かな国から未来へ～

四季感動 べにばなのやまがた

第42回全国不動産会議山形県大会が10月19

日、山形県山形市の山形県県民会館大ホールで

盛大に開催された。全国から会員や関係者ら約

1,300人が参加した。全国大会は、会員の業務研

鑚と資質向上を目指して、毎年開催地を変えて開

かれている。今回の不動産会議のテーマは、「四季

感動 べにばなのやまがた～みどり豊かな国から未

来へ～」。川口貢 理事長は式典で、「我が国では、

本格的な高齢化社会を迎え、より安全・安心で快

適な住環境の構築が求められている。今年6月に

は、国民の豊かな住生活実現を図るために『住生

活基本法』が施行された」「山形県は、全国で2番

目に住みやすい県という調査結果もある。これを

機会に全国の会員が山形の住みやすさを学習し、

それぞれの地域で社会の期待に応えるよう活躍し

てほしい」と語った。

■式典　14:00～14:50

式典は、総合司会に笠原美吉 教育研修委員、司会はア

ナウンサーの奥山知寿子さんの両名で進められた。小田原

義征 全日・教育研修委員長の開会あいさつの後、今回の

開催県から若月重良 山形県本部長が歓迎のあいさつに立

った。

若月本部長は、「全国的には、一部地域で地価上昇が見

られるものの、山形を始めとした東北各県は依然厳しい状

況だ。人材の誘致や移住政策などを行うことが、不動産業

のビジネスチャンス拡大につながると期待している。不動

産業者は、今やるべきことは何かを見極め、創意と工夫で

取り組んでいかなければならない」とあいさつした。

また、川口貢 理事長があいさつ（上記）をした後、来賓

が紹介され、それぞれがあいさつを行った。
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来賓あいさつは、国土交通省大臣官房審議官 川

本正一郎氏、山形県知事 齋藤弘氏、山形市長 市川

昭男氏の3名で、齋藤氏は冒頭で、親日家で知られ

る元米駐日大使ライシャワー博士の言葉を引用し、

「伝統的な文化を保持する土地柄、人間と自然とが

均衡をもって発展する可能性を秘めたもう一つのニ

ッポン」と山形を紹介した。

続いて、茂木弘康　保証・副理事長によって、決議

案が発表された。

内容としては、近年の住宅・不動産業界における重

大事件や企業倫理やコンプライアンスを重く受けと

め、国民の信頼回復を図ることなどを盛り込み、耐震

問題、アスベスト問題の早期対策の実現、安全、安心

の地域社会、町づくりの推進、自然環境・住環境への

対策、不動産市場活性化のための税制の実現を要望す

る、この大会決議案は、満場一致で採択された。

その後、大会旗の引き継ぎが行われ、若月重良 山形県本部長から川口貢 理事長へ、そして次回の開催県で

ある群馬県本部の笠原美吉本部長へと大会旗が手渡された。

国
土
交
通
省
大
臣
官
房
審
議
官

川
本
正
一
郎
氏

�

山
形
市
長
　
市
川
昭
男
氏
（
代
読
横
倉
明

雄
山
形
市
収
入
役
）

�
山
形
県
知
事
　
齋
藤
弘
氏

�

▲茂木弘康 保証・副理事長

▲大会旗を受けとる笠原美吉 群馬県本部長▲大会旗を手渡す若月重良 山形県本部長
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笠原本部長は、次回群馬県大会のＰＲを、群馬

県の名所・名跡の紹介を織りまぜながら、力強く

行った。壇上では、群馬県本部の関係者総勢19名

全員で抱えるほどの大きな横断幕で会場内を沸か

せた。また、前回の開催地である愛知県本部に対

して、川口貢 理事長から感謝状の授与が行われ、

中田幸治 愛知県本部長に渡された。

また、齋藤政則 全日・組織委員長より、平成17年度、

新規免許業者の全日入会比率が30％を超えた上位18

地方本部の発表があり、表彰状と記念品が川口理事長

より贈られた。授与された本部は、宮城県、千葉県、

長崎県、富山県、山梨県、福島県、新潟県、東京都、

静岡県、大阪府、石川県、兵庫県、岩手県、京都府、

秋田県、和歌山県、奈良県、

山口県の以上18地方本部。

最後に、立本巽 教育研修委員が閉

会のあいさつを行い、第42回全国不

動産会議山形県大会式典は滞りなく

閉幕した。
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決　　議
我が国の経済状況は、日銀によるゼロ金利政策の解除とともに、デフレが終焉した。

この先、本格的な景気回復、そして拡大が続く動きを見せている。

住宅市場の活性化と共に、雇用関係の指標も大きく改善し、企業に人手不足感も出てきて

いる。

一方、アスベスト（石綿）問題、耐震強度偽装事件など住環境の信頼、安全が大きく揺れ

ている。早期対策を関係機関に強く求め、企業倫理の確立とコンプライアンスを図り、信頼

回復に努めなければならない。

また、我々の暮らしとビジネスは、ネット社会の到来によりグローバル化し、激変してい

る。住宅選びもインターネットにより、早く、新鮮な物件情報、比較も簡単に入手できるよ

う便利な社会になった。一方、今後一層、個人情報などのセキュリティの安全対策を図らな

ければならない。

さらに、地球温暖化の影響に加え、大都市では、ヒートアイランド現象により、年平均気

温が、過去100年間に約3度上昇している。

都市の緑化対策など快適な住・生活空間を創造していくことを望む。

我々は、多くの社会問題、次世代の課題を背負いながら、日本経済の更なる活性化と安全、

安心の地域社会の確立を求めていかなければならない。

我が協会は、不動産業界の発展に貢献できるよう国民が期待する下記項目を政府、関係機

関に強く要望する。

記

一、耐震問題、アスベスト問題の早期対策の実現

一、安全、安心の地域社会、町づくりの推進

一、自然環境・住環境への対策

一、不動産市場活性化のための税制の実現

ここに決議する。

平成18年10月19日

社団法人　全日本不動産協会
社団法人　不動産保証協会
第42回全国不動産会議山形県大会
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■記念講演　15:00～16:30

式典終了後には、記念講演として、財団法人日本総合研究

所会長 寺島実郎氏が「世界潮流と日本」をテーマに、現在日

本が欧米やアジアの近隣諸国との関係において、おかれてい

る状況や日本の将来像について様々なデータをもとに語った。

同氏は、経済産業省産業構造審議会総合エネルギー環境合

同会議委員（2004年～2005年）ほか、現在、三井物産（株）

常務執行役員、早稲田大学アジア太平洋研究センター客員教

授ほかも務める。

■懇親会　18：00～19:30

山形市のパレスグランデールで18:00

から懇親会が開催された。山形花笠まつ

りの踊りをはじめ、三味線や日本舞踊が

アトラクションとして披露された。また、

会場廊下では、米沢牛や山形の地酒ほか

の特産品が展示販売された。

寺島実郎氏

会場は大勢の会員で埋めつくされた

山形特産品の展示販売



ア　制定の経緯

霊感商法等による消費者被害はそ

のピークこそ過ぎたように思われま

すが、現在においても後を絶つこと

はありません。

平成に入ったころからそのような

消費者被害が急増した訳ですが、当

時の被害者である消費者の保護は、

民法上の詐欺取消し、錯誤無効、不

法行為等の規定によるほかは無かっ

た訳でありました。

ところが、ここでは詳細な解説は

省略しますが、それらの民法上の規

定を適用するためには、そのための要

件を満たしている必要があったので、

必ずしも消費者の保護としては十分

でなく、消費者保護のための法律の

制定が叫ばれるようになりました。

その結果、平成12年 5月 1日に現

行消費者契約法が制定され、翌平成

13年 4月 1日から施行されることに

なりました。

イ　現行法の概要

現行消費者契約法は、全12条から

成る簡潔な法律です。

まず、大まかにポイントを説明し

ますと、事業者と消費者との間のす

べての契約に関して（ただし、労働

契約についてのみは適用されない）、

事業者による不当な勧誘行為があっ

た場合には、消費者は契約の取消し

を主張できるし、事業者による不当

な契約条項の使用があった場合に

は、消費者は当該条項の無効を主張

できる、というものです。

それでは、内容を具体的に見てい

くことにしましょう。

�　目的

消費者契約法の目的が法 1条に謳
うた

われておりまして、要約すれば、事

業者の行為により消費者が誤認し、

又は困惑した場合に意思表示を取り

消すことができることとし、消費者

の利益を不当に害する条項を無効と

することにより、消費者保護を図り、

もって国民生活の安定向上と国民経

済の健全な発展を目的とするという

ことです。

�　定義

法2条において、「消費者契約」と

は、消費者と事業者との間で締結さ

れる契約であること、すなわち消費

者契約法は消費者と事業者間の契約

に適用されることを明らかとし（ 3

項）、さらに 1項と 2項でそれぞれ

「消費者」「事業者」の定義を定めて

おります。
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【 特 集 2 】

不動産取引に適用される
消費者契約法

弁護士 永井博也
新都市総合法律事務所

� 現行消費者契約法の内容

「消費者契約法」という法律を耳にされたことはあるでしょうか。

この法律は、事業者と消費者間の契約につき、消費者保護の観点から制定された法律でありますが、不

動産取引においても適用の要件を満たす場合であれば当然に適用されるものであり、不動産業者としても

その内容を把握しておくことは重要なことでありますし、宅地建物取引業法との関係も問題となるところ

であります。

また、その一部が改正され、平成19年6月7日に施行予定であります。

したがいまして、今回、消費者契約法につきまして、現行法の内容、最新の改正の内容、不動産取引に

適用される場合の問題、裁判例等を中心として解説したいと思います。



1 項において「消費者」とは、事

業としてでもなく、事業のためにで

もなく契約の当事者となる個人を指

すとされ、2 項において「事業者」

とは、①法人その他の団体、②事業

として、又は事業のために契約の当

事者となる場合における個人、を指

すとされています。

したがって、たとえ個人であって

も、アパート・マンション・ビル経

営を行う場合などは「事業者」に該

当するものとなります。

�　努力義務

法 3条におきましては、事業者及

び消費者の努力義務が定められてお

ります。

具体的には、事業者は消費者契約

の条項が明確かつ平易になるよう配

慮し、消費者契約につき消費者に必

要な状況を提供するよう努めるべき

こと、一方消費者は、消費者契約に

つき事業者からの情報を活用して契

約の内容について理解するよう努め

るべきことが定められております。

�　不当な勧誘行為

これは、法 4条に定められており

まして、事業者の不当な勧誘行為が

あった場合に、消費者が誤認若しく

は困惑して意思表示をした時には、

消費者は当該意思表示を取り消すこ

とができるとし、不当な勧誘行為と

して以下の5つの態様が定められて

おります。

（ア）不実告知（法4条1項1号）

重要事実について事実と異なる

ことを告げることです。例えば、

住宅建設用土地の売買において，

がけ地に接近しており住宅建設が

不可能であるのに「近くにがけが

ありますが、全く問題ありません」

と勧誘することなどです。

これにより消費者が事実である

と誤認して申込み、承諾の意思表

示（土地を購入する）をした場合

には取消しができるものとされて

います。

（イ）断定的判断の提供（法4条1項

2号）

消費者契約の目的物に関し、将

来における変動が不確実である事

項につき断定的判断を提供するこ

とです。例えば元本保証も無いの

に「絶対に元本割れすることは無

い。確実に値上がりする」と説明

して金融商品を販売することなど

です。

これにより消費者が断定的判断

の内容が確実であると誤認した場

合には、意思表示の取消しができ

るものとされています。

（ウ）不利益事実の不告知（法4条2項）

消費者契約の勧誘の際に、重要

事項につき、消費者の利益となる

旨を告げ、かつ当該重要事項につ

いて当該消費者の不利益となる事

実を故意に告げないことです。例

えば、眺望、日照を阻害する隣接

マンション計画を知りながら、

「眺望、日当たり良好」と説明し

て、当該隣接マンション計画の事

実を説明しないでマンションを販

売することです。

これにより消費者が、当該事実

が存在しない（隣接マンション計

画は無い）との誤認をした場合に

は、意思表示の取消し（マンショ

ンを購入するとの意思表示）を取

り消すことができるものとされて

います。

（エ）不退去（法4条3項1号）

消費者が、事業者に対して、消

費者の住居等から退去すべき旨の

意思を明示したにもかかわらず、

事業者が退去しないことをいいま

す。つまり、消費者の自宅等にお

いて、訪れていた事業者に対して

帰ってほしいと言ったのに帰らな

い場合等を指します。

これにより消費者が困惑して意

思表示をしてしまった場合には、

当該意思表示を取り消すことがで

きるとされています。

（オ）監禁（法4条3項2号）

事業者が勧誘をしている場所か

ら消費者が退去する旨の意思を明

示したにもかかわらず、当該消費

者を退去させないことをいいま

す。つまり、事業者の販売店等で、

消費者が帰りたいと言っているの

に長時間にわたり勧誘すること等

を指します。

この場合も、消費者が困惑して

意思表示をしてしまった場合に

は、当該意思表示を取り消すこと

ができるとされています。

（カ）なお、法4条 4項においては、

「重要事項」の定義が定められ、

同条5項においては、意思表示の

取消しは善意の第三者に対抗でき

ない旨が定められておりますが、

本稿では詳細な説明は省略させて

いただきます。

（キ）法5条においては、1項におい

て、媒介の委託を受けた第三者が

4条1項から3項までの行為を行っ

た場合にも、法4条の規定を準用

することとし、2 項においては、

消費者、事業者及び受託者の代理

人は、4条 1項から3項までの規定

の適用については、本人とみなさ

れることになっております。

（ク）法6条においては、4条 1項か

ら3 項の場合に、同時に民法上の

10◆月刊不動産 2006.11
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詐欺・脅迫（同法96条）が成立する

場合には、民法上の詐欺・脅迫を

理由としても取り消すことができ

ることが確認的に規定されており

ます。

（ケ）7条では取消権の行使期間が定

められており、追認をすることが

できるときから6か月若しくは当

該消費者契約締結の時から5 年を

経過した場合には時効により消滅

するとされております。

「追認をすることができる時」

とは、取消しの原因たる状況の止
や

んだとき、すなわち、消費者が誤

認したことに気付いた時、若しく

は困惑を脱した時ということにな

ります。

�　不当契約条項

これは、不当な契約条項の使用が

あった場合には、当該条項は無効と

するものであり、法 8条から10条に

定められておりますが、無効とされ

る不当な契約条項をまとめると、次

のようになります。

（ア）事業者の債務不履行若しくは

不法行為により消費者に生じた損

害を賠償する責任の全部を免除す

る条項（法8条1項1号3号）。

例えば「いかなる理由があって

も事業者は一切損害賠償責任を負

わない」というような条項です。

（イ）事業者の、故意又は重過失に

よる債務不履行若しくは不法行為

により消費者に生じた損害を賠償

する責任の一部を免除する条項

（法 8条 1項 2号 4号）。

例えば「事業者に故意又は重過

失があっても、事業者の損害賠償

額は○円を限度とする」というよ

うな条項です。

（ウ）消費者契約の目的物に隠れた

瑕疵があるときに、瑕疵担保責任

の全部を免除する条項（法 8条 1

項5号）。

例えば「事業者は、商品に隠れ

た瑕疵があっても一切損害賠償、

交換、修理をいたしません」とい

うような条項です。

（エ）消費者契約の解除に伴う損害

賠償額の予定、又は違約金を合算

した額が、当該事業者に生ずるべ

き平均的な損害額を超える場合の

当該超える部分（法9条1号）。

（オ）消費者契約において、金員を

支払わない場合の損害賠償額の予

定、又は違約金を合算した額（例

えば遅延損害金）が、残額に年14.6

パーセントの割合を超える場合は

当該超える部分（法9条2号）

（カ）民法、商法その他の法律の適

用による場合に比べて、消費者の

権利を制限し、又はその義務を加

重する条項であって、信義則に反

して消費者の利益を一方的に害す

るもの（法10条）。

これについては、最近特に賃貸

借契約における賃借人の原状回復

義務において問題となっておりま

す。詳しくは、本稿Ⅳの「裁判例」

で紹介します。

�　消費者契約法は、法11条及び12

条において、雑則を定めております

が、本稿では解説は省略させていた

だきます。

図表1 消費者契約法における不当勧誘行為、不当契約条項の例 内閣府発表資料より（平成18年3月）

（注）消費者契約法の該当条項を記載。

・「この機械を取り付ければ電話代が安くなる」と勧誘し、
実際にはそのような効果のない機械を販売

・元本保証のない金融商品を「確実に値上がりする」と説
明して販売

・眺望・日照を阻害する隣接マンション建設計画を知りな
がら、「眺望・日照良好」と説明し、当該マンション建設
計画の事実を説明しないで販売

・消費者の自宅等において、消費者が帰ってほしい旨を告
げているのに長時間にわたり勧誘

・事業者の販売店等で、消費者が帰りたい旨を告げている
のに、長時間にわたり勧誘

・いかなる理由があっても事業者は一切損害賠償責任を負
わないものとする条項

・消費者が解約した場合、支払済みの代金を一切返金しな
いとする条項

・賃貸借契約において、借主に過重な原状回復義務を課す
る条項

�　不実告知（第4条第1項第1号）

�　断定的判断の提供（第4条第1項第2号）

�　不利益事実の不告知（第4条第2項）

�　不退去（第4条第3項第1号）

�　監禁（第4条第3項第2号）

�　事業者の損害賠償責任を免除する条項（第8条）

�　消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等（第9条）

�　消費者の利益を一方的に害する条項（第10条）

不当行為の類型 具体的に想定される不当勧誘行為、不当条項の例

不
当
な
勧
誘
行
為

不
当
契
約
条
項
の
使
用
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ア　消費者契約法改正の必要性

前記のように、消費者契約につい

ては現行消費者契約法により、事業

者の不当な勧誘行為や不当契約条項

の使用に対する取消し、無効の主張

を認めることとしましたが、それで

もなお、消費者契約に関連した同種

の被害が多数発生しており、それら

の被害については個別的事後的に救

済することは可能となりましたが、

同種の被害の拡散を防止することに

はいまだ不十分であることが明らか

となりました。

したがって、消費者被害の発生、

拡大防止のために事業者の不当行為

自体を防止する方策が必要であり、

ＥＵ諸国において広く導入されてい

る、一定の消費者団体に、事業者の

不当な行為に対する差止請求権を認

める制度（消費者団体訴訟制度）を

導入することとしたのです。

イ　改正の概要

左記アで述べたように、今回の改

正の主眼点は消費者団体訴訟制度の

導入ということであります。

具体的には、消費者契約に関連し

た被害については、個々の消費者は

事後的措置で救済されても他の被害

者は被害を受ける可能性があり、事

業者による不当な勧誘行為・契約条

項を差し止める必要があるのです

が、直接被害を受けていない消費者

には差止請求権は認めるわけにはい

かず、消費者団体の事業者への改善

申入れは法的裏付けが無いため実効

性に欠ける面があります。

したがって、申請に基づいて内閣

総理大臣が認定した団体を「適格消

費者団体」として、不特定多数の消

費者の利益を擁護するために消費者

契約法に違反する事業者の不当な行

為に対して差止請求権を行使する

（ただし業務自体の停止を認めるも

のではない）事を認めることにした

のです。

「適格消費者団体」として認定さ

れるための要件は、不特定多数の消

費者の利益擁護のための活動を主た

る目的とし、相当期間継続的な活動

の実績があり、特定非営利活動法人

又は公益法人であり、適切に組織体

制や業務規程が整備されているこ

と、法律の専門家が確保されている

こと等です。

さらに「適格消費者団体」に対し

ては内閣総理大臣による監督措置が

あるし、徹底した情報公開措置が採

られることになっております。

そのような「適格消費者団体」は、

差止請求権の行使として、差止訴訟

や差止訴訟提起前の事前請求等を行

うことができることになっておりま

す。

図表2 消費者契約法の一部を改正する法律案の概要 内閣府発表資料より（平成18年3月）

Ⅱ 改正について

現　行�

適格消費者団体�

改正後�

○差止訴訟提起前の事前請求�
　（一週間前）�

消費者契約に関連した被害は、同種の被害が多数発生�

○個々の消費者は事後的措置（契約取消し等）で救済されても、他の消費者は被害を受ける可能性�
○被害が広がる前に、事業者による不当な勧誘行為・契約条項の使用を差し止める必要�

直接被害を受けていない�
消費者には差止請求権は�
認められない�

消費者団体の事業者への
改善申入れは、法的裏付
けがないため実効性にお
いて限界�

○内閣総理大臣は、申請に基づき、適格消
費者団体を認定�

○適格要件�
　・不特定多数の消費者の利益擁護のための活

動を主たる目的�
　・相当期間、継続的な活動実績�
　・特定非営利活動法人又は公益法人�
　・組織体制や業務規程が適切に整備�
　・消費生活及び法律の専門家確保　等�

○内閣総理大臣による監督措置�
　（更新制、立入検査、取消し等）�

○徹底した情報公開措置�
　（財務諸表等、判決・和解等の概要）�

○不特定多数の消費者の利益を擁護
するために、適格消費者団体が消費
者契約法に違反する事業者の不当な
行為に対して差止請求権を行使（注）�

○差止訴訟�
　訴訟手続について、原則、民事訴
訟法の規定に従いつつ、制度の特
色を踏まえ、所要の措置�

（注）本制度における差止請求とは、�
・消費者契約法違反の行為（不当な勧誘行為・契約条
項の使用）を差し止めるもの。�

・事業者の業務自体の停止を求めるものではない。�

消費者被害の�
未然防止・拡大防止�
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ア　立法の際の問題点

不動産取引においては、既に宅地

建物取引業法と法律が存在して宅地

建物取引業者と取引をする者の保護

が図られていると考えられることか

ら、不動産取引については、現行消

費者契約法において適用除外とすべ

きであるとの議論がなされたようで

あります。

しかしながら、宅地建物取引業法

においては、確かに業者に一定の義

務を定めているが、その違反に対す

る措置としては監督官庁の行政処分

や罰則が中心であり、契約の効力そ

のものに対する措置とは異なるもの

であるから消費者保護として不十分

である等の理由により、不動産取引

についても適用除外は設けられない

こととなりました。

イ　宅地建物取引業法との関係

�　宅地建物取引業法は、宅地建物

取引業者と宅地建物取引業者でない

者との契約の場合、すなわち契約の

一方当事者が宅地建物取引業者であ

る場合に適用されることになります

が、宅地建物取引業法は消費者契約

法に優先して適用されることになっ

ております。

したがいまして、宅地建物取引業

法に消費者契約法と異なる規定があ

る場合には、宅地建物取引業法が適

用されることになります（消費者契

約法12条）。

例えば、宅地建物取引業法40条に

おいては、瑕疵担保責任の存続期間

につき、目的物の引渡しの日から2

年以上とする特約のみは、例え民法

より買主（消費者）に不利となる可能

性があっても可能とされています。

消費者契約法 8条からすれば、そ

のような特約は無効とも解されるの

ですが、宅地建物取引業が優先して

適用されるので、無効とはならない

ことになります。

�　他方、消費者契約法は、上記の

とおり事業者と消費者間の契約に適

用されますが、事業者が宅地建物取

引業者に限られるものではありませ

んから、当然、一般の法人と消費者

の契約にも適用されることになりま

す。

この場合には宅地建物取引業法は

適用されませんから、消費者契約法

が全面的に適用されることになるわ

けです。

ア 既にご存知の方も多いとは思い

ますが、賃貸住宅の退去時の原状回

復費用の負担に関するトラブル、す

なわち敷金返還に関するトラブルが

ここ10数年の間に急増しておりま

す。

そのような状況の中で、平成5年

には建設省により「賃貸住宅標準契

約書」が公表され、その中で「賃借

人は、通常の使用に伴い生じた本物

件の損耗を除き、本物件を原状回復

しなければならない」として、通常

の使用に伴う損耗は賃貸人の負担と

することが謳われました。

その後、平成10年3月にいわゆる

「建設省のガイドライン」が発表さ

れ、更に平成16年 2月にはこのガイ

ドラインが改訂され、その中で原状

回復については次のように謳われま

した。

「原状回復とは、賃借人の居住、

使用により発生した建物価値の減少

のうち、賃借人の故意・過失、善管

注意義務違反、その他通常の使用を

超えるような使用による損耗・毀損

を復旧すること」

したがって、これにより経年変

化・通常損耗による損耗等の修繕の

費用は、賃貸人の負担とされるべき

であることがより明確となりまし

た。

これにより、原状回復について、

すなわち敷金返還についての訴訟も

増加することになり、不動産業者と

しても避けては通れない問題となり

ました。

そこで、敷金（保証金）返還に関

して、消費者契約法10条との関係が

問題となる事案が現れてきておりま

すので、ここで紹介させていただき

たいと思います。

イ　神戸地裁平成17年７月14日判決

事案は、不動産の賃貸借及び売買、

交換の斡旋
あっせん

、仲介等を業とする株式

会社から建物を賃貸した個人（消費

者）が、本件賃貸借契約終了時に敷

引金として25万円を指し引いて返還

されるという合意のもと、賃貸借契

約時に金30万円の敷金を預け入れ、

本件賃貸借終了時（建物明渡し時）

に敷金 5万円の返還を受けたのであ

るが、右敷引契約が消費者契約法10

条により無効であると主張して、残

額金25万円の返還を求めたというも

のです。

結論として、判決は、消費者の主

張を認め、金25万円の返還を命じた

わけでありますが、その理由として

は、以下のように述べています。

すなわち、敷引特約における敷引

金の性質は、当事者の明確な意思の

Ⅲ 不動産取引に適用される
場合の問題点

Ⅳ 裁判例
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無い場合には、①賃貸借契約成立の

謝礼、②目的物の自然損耗の修理費

用、③更新料の免除の対価、④賃貸

借契約終了後の空室賃料、⑤賃料を

定額にすることへの代償、が渾然一

体となったものと解されるものです

が、本件においては①から⑤を正当

とする事由は見られず、一方的で不

合理な負担を強いているものといわ

ざるを得ません。さらに、敷引特約

は関西地区においては慣行となり賃

借人が交渉によりこれを排除するこ

とは困難です。これらのことからす

ると、本件敷引特約は賃貸借契約に

関する任意規定の適用による場合に

比し、賃借人の義務を加重し、信義

則に反して賃借人の利益を一方的に

害するものであるから、消費者契約

法10条により無効である、としてい

ます。

ウ　東京簡易裁判所平成17年11月

29日判決

事案は、賃借人（消費者）が株式会

社との間で建物賃貸借契約を締結

し、その際金13万6,000円の敷金を差

し入れ、本件建物明渡し後に敷金全

額の返還を賃貸人に対して求めたも

のであります。

それに対し、賃貸人は、賃貸借期間

中の自然損耗等の原状回復費用をも

賃借人が負担する旨の特約を結んで

おり、これにより賃借人は金18万390

円の原状回復費用を負担するから返

還すべき敷金は無いと争ったものです。

争点としては、賃借人に原状回復

費用があるか否かの点でありました

が、判決は、「賃貸人において使用

の対価である賃料を受領しながら、

賃貸期間中の自然損耗等の原状回復

費用を借主に負担させることは、借

主に二重の負担を強いることにな

り、貸主に不当な利得を生じさせる

ことになり信義則に反する。また、

原状回復の内容をどのように想定

し、費用をどのように見積もるのか

借主に適切な情報が提供されておら

ず、借主に一方的に不利益であるか

ら、この意味でも信義則に反する。

したがって、自然損耗等についての

原状回復義務を借主が負担するとの

合意は、民法の任意規定の適用によ

る場合に比べ、借主の義務を加重し、

信義則に反して借主の利益を一方的

に害しており、消費者契約法10条に

該当し、無効である」とした上で、

「したがって原状回復費用の負担に

ついては民法の規定に従い、借主が

故意・過失によって毀損したり、あ

るいは通常の使用を超える使用方法

によって損傷させた場合にのみ借主

が負担すべきである」として、本件

では借主によるそのような損傷は見

られないと認定して、借主の請求を

認めました。

エ　まとめ

上記の2つの判例以外にも、同様

の判断を行った判例が散見されます

ので、最近の流れとしては、やはり

建設省によるガイドラインの影響に

より、自然損耗等についての原状回

復費用を賃借人の負担とするという

旨の条項は、特段の事情がない限り、

消費者契約法10条により無効とされ

る可能性が高くなっているといえる

でしょう。

ちなみに、賃料に原状回復費用を

含まないと契約上明示した場合は、

自然損耗等についての原状回復費用

を借主に負担させても借主が二重の

負担を負うとは考えられないから、

その条項を有効とする特段の事情に

あたるとも考えられます。

しかしながら、京都地裁平成16年

3月16日判決は、そのような場合で

あっても、賃借人は原状回復費用を

予想することが困難であり、どれだ

け賃料が安くなっているのかを判断

することも困難であり、賃借人とし

て契約条項の変更を求めるような交

渉力を有していない等の理由によ

り、やはり消費者契約法10条により

無効とされていますから、その判断

の当否は置いておくにしても、この

点も注意が必要となります。

なお、上記京都地裁の判決におい

ては、賃貸借契約自体は現行消費者

契約法施行前に締結され、更新合意

は同法施行後になされたという事案

で、消費者契約法の適用があるか否

かも争点となりましたが、更新合意

により改めて本件賃貸借契約が成立

したとの理解により、消費者契約法

の適用を認めております。

プ ロ フ ィ ー ル

昭和49年生まれ

平成12年 東京大学法学部卒業

平成12年 司法試験合格

平成13年 司法研修所入所

平成14年 東京弁護士会登録
新都市総合法律事務所入所

永井 博也（ながい　ひろや）
新都市総合法律事務所　弁護士
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社団法人全日本不動産協会創立55周年・社団法人不動産保証協会

創立35周年の記念式典が、三笠宮崇仁殿下の御臨席を仰ぎ、10月4

日（水）午後1時より赤坂プリンスホテル五色の間で開催されました。

式典は、国土交通大臣をはじめとした来賓にも御出席をいただくな

かで、全国から約350名の会員が参集し盛大に挙行されました。

式典は、出席者全員起立で三笠宮殿下をお迎えした後、茂木弘康

不動産保証協会副理事長の開会の辞から始まりました。その後、国

歌斉唱に続いて、川口貢全日本不動産協会・不動産保証協会理事長

よりあいさつがありました。

全日設立の理念�
“不動産は産業や国民生活の基盤である”の下、�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　原点に立ち返る�

�全日本不動産協会創立55周年�
�不動産保証協会創立35周年�
� 記念式典開催�

茂木弘康 不動産保証協会
副理事長による開会の辞

式典受付風景 場内全員で国歌の斉唱

全
国
か
ら
約
３
５
０
名
の
会
員
が
集
結
し
た
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本日ここに、社団法人全日本不動産協会創立55周年・社団法人不動産保証協会創立35周年記念式典を

挙行するにあたり、畏くも三笠宮崇仁殿下の御台臨を仰ぎ、冬柴鐵三国土交通大臣をはじめ、峰久幸義

国土交通審議官のご出席をいただき、かくも盛大に式典を執り行うことができましたことは慶びに堪え

ません。主催者として、厚く御礼申し上げます。

また、不動産関係各団体からトップの皆様に多数御列席いただき、錦上、花を添えてくださいました

ことは、全日本不動産協会並びに不動産保証協会25,000社会員の望外の喜びとするところでございます。

特に、三笠宮殿下にあらせられましては、昭和27年6月、日比谷・松本楼において設立総会が開催されま

したとき以来、5年ごとの節目の式典には必ず御臨席を賜り、われわれに尊徳なる御教示、御指導を賜り

ましたこと、協会会員一同強く感激いたしております。本席をお借りし、厚く御礼申し上げます。

振り返りますと、半世紀以上にわたる歴史のなかにはいろいろな出来事がありました。宅建業法が制

定されたのは昭和27年です。私たちの協会は、宅建業法の歴史とともに歩んできた我が国で一番古い歴

史ある団体になります。宅建業法は、この55年の間に幾多の改正がなされてまいりました。近年は、加

えて不動産流通情報が活発化され、情報の入手なくして営業の展開も困難な時代となり、IT革命や不動

産証券化、信託受益権の販売等、不動産に対する概念や商習慣に急激な変化が起こりました。そして、

本年6月には、住宅政策の柱として、居住環境を重視し質への転換を示した住生活基本法が施行されまし

た。全日本不動産協会では、そうした流れを踏まえて、21世紀の不動産業界の指針として、不動産業及

び不動産業者はどうあるべきか、をとりまとめ、広く提言し、不動産情報開示に関する研究をするとと

もに、限りある資源の有効活用と国民資産形成に重要な中古住宅市場のあり方についての総合的な研究

等を行ってまいりました。

会員の皆様には、これまで積み重ねてこられました貴重な経験を土台として、専門知識を磨かれ、イ

ンターネット等による新しい企業や消費者ニーズの変化をいち早くとらえられ社業に専念されるととも

に、不動産は産業や国民生活の基盤であるとの全日創立理念の原点に立ち返り、広く社会の発展に寄与

していただくようお願い申し上げます。

終わりに、本日御列席いただきました皆様の御指導、御支援をいただき、全日・保証両協会の更なる

飛躍を誓い、あわせて皆様方の御健勝と御活躍を心より祈念申し上げます。簡単ではございますが、私

のあいさつとさせていただきます。本日はありがとうございました。

川口 貢 理事長 あいさつ
全日本不動産協会・不動産保証協会理事長
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本日ここに、社団法人全日本不動産協会創立55周年並び

に社団法人不動産保証協会創立35周年記念式典を迎えるに

あたり、心からお祝いを申し上げます。私も、貴協会が業

界の発展に大きく寄与されておりますことを、創立以来ず

っと拝見してまいりまして、うれしく感じております。半

世紀にわたる長い間、業界の先達として理想的役割を果た

されてきたことに、深く敬意を表するものであります。

近年、少子高齢化の進展や経済活動の国際化等、次第に

経済情勢が大きく変化してきております。そのようななか、

より豊かで、より安心な社会が築けるよう、不動産業務に

携わる皆様が、なお一層の研鑽を積まれ、社会的使命を十

二分に果たされることを期待します。今後とも、貴協会を

はじめとする我が国不動産業界の悠久の発展を祈ります。

本日はおめでとうございます。国土交通副大臣の望月義夫でございます。本日は、冬柴大臣が参議院

本会議中のため、代わって私が祝辞を述べさせていただきます。

本日、三笠宮崇仁殿下の御臨席を仰ぎ、社団法人全日本不動産協会創立55周年及び社団法人不動産保

証協会創立35周年の記念式典が挙行されるにあたり、御祝いの言葉を申し上げます。

両協会におかれましては、創立以来、不動産取引の適正化及び流通の近代化の推進をはじめ、不動産

に関する知識の普及・啓発、消費者の保護等に力を注がれ、不動産業の健全な発展に多大な貢献をして

こられました。この間の、理事長をはじめとする役員並びに会員各位の長年にわたるご努力に対し、心

から敬意を表する次第であります。

国土交通省としましては、引き続き、都市再生・地域再生の推進及び土地・住宅税制、不動産投資市場の

インフラ整備等の課題に積極的に取り組んでまいります。両協会をはじめ業界の皆様方が消費者の信頼を

しっかりと確保し、不動産業の健全な発展に向けて御尽力されることをお願い申し上げる次第であります。

終わりに、両協会の今後の更なる御発展と会員各位のますますの御健勝、御活躍を心から祈念いたし

まして、私の御祝いの言葉とさせていただきます。

三笠宮崇仁殿下
御言葉

国土交通大臣代理
望月 義夫 国土交通副大臣

祝　辞
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引き続き、安倍晋三内閣総理大臣、

冬柴鐵三国土交通大臣、石原慎太郎東

京都知事よりの祝電が披露されました。

その後、三笠宮殿下の長年にわたる全

日本不動産協会への御指導に対する感

謝のしるしとして、財団法人中近東文

化センター・三笠宮記念図書館に記念

事業として特別寄付の目録が、川口貢

理事長より財団法人中近東文化センタ

ー牟田口義郎理事長に贈呈されました。

続いて、川口貢理事長より、両協会合同の功績賞（受賞者131名を代表して北海道本部瀬尾索

夫氏）、表彰状（受賞者238名を代表して東京都本部駒田悠紀男氏）、感謝状（受賞者多数を代表し

て大阪府本部横江三郎氏）、事務局職員表彰（受賞者101名を代表して岡山県本部事務局秋庭敬子

氏）がそれぞれ代表者に授与されました。受賞者からは、瀬尾索夫氏が受賞者を代表して謝辞を

述べました。

財団法人中近東文化センター牟田口義郎理事長
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その後、答島海志式典委員長の式典宣言、万

歳三唱、記念撮影が行われました。最後に、清

水修司全日本不動産協会副理事長より閉会の辞

が述べられ、式典は滞りなく終了いたしました。

受賞者を代表して謝辞を述べる
瀬尾索夫北海道本部長

清水修司全日本不動産協会副理事長による
閉会の辞

式典宣言を行う答島海志式典委員長
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式典終了後は、午後3時より赤坂プリンスホテ

ルのクリスタルパレスにおいて祝宴会が催され

ました。池田哲也専務理事の開会のあいさつ、

川口貢理事長が主催者を代表して挨拶の後、ご

多忙の中にもかかわらず、参議院本会議終了後、

冬柴鐵三国土交通大臣にも駆けつけていただき、

ご祝辞をいただきました。

また、中川秀直自由民主党幹事長にも来賓としてご祝辞をいただきました。

その他、全日本不動産協会の創設者、故野田卯一会長のお孫さんにあたられます野田聖子衆

議院議員をはじめとして、大勢の与野党国会議員の方々にお集まりいただきました。

皆さん本日は誠におめでとうございます。55歳、35歳といえば、まさにエネルギーのかたまり。いよ

いよこの業界にも明るい兆しが見えてまいりました。この業界は、日本経済の成長部門の代表として、

更なる次の未来をお創りいただきたいと心からお祈り申し上げたいと思います。

中川秀直自由民主党幹事長
あいさつ

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊　　　　　　　　＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会祝　宴 会

冬柴鐵三国土交通大臣

野田聖子衆議院議員 吉田六左ェ門 国土交通大臣政務官
最高顧問

衛藤征四郎 衆議院議員
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祝宴会では鏡開きや乾杯（御発声：社団法人全国

宅地建物取引業協会連合会会長 藤田 和夫氏）が行わ

れ、DUKE ACES、しゅうさえこによるアトラクショ

ンもあり、祝宴会場は有意義な時間が流れました。

夕方午後5時、池田哲也全日本不動産協会専務理事の中締めの挨拶で、祝宴会も、賑やかなう

ちに無事終了いたしました。

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

藤田全宅連会長による乾杯

池田哲也専務理事の中締め

DUKE ACESとしゅうさえこさん

全日社歌を全員で合唱
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全日・保証の略年譜�

1952年（昭和27年6月）
設立総会（10月に建設省から社団法
人許可）
野田卯一名誉会長、五島慶太会長
（初代）

1957年（昭和32年5月）
宅建業法改正一営業保証
金・取引主任者などの制度を
新設

（同年6月）
第6回通常総会で野田卯一
氏が2代目会長となる

1960年（昭和35年6月）
世界不動産連盟への正式加盟を承認される

1962年（昭和37年4月）
「不動産実務標準規定」
を策定
（創立10周年記念事業・
業界初の「倫理規定」
を成文化）

1967年（昭和42年4月）
当協会が提唱して第1回の
全国不動産会議を仙台市
で開催（以来、毎年開催）

1971年（昭和46年11月）
第1回日韓不動産交流会
議をソウルで開催（以来
毎年、日・韓いずれかで
開催）

1972年（昭和47年1月）
当協会の提唱により、11か国の代表が参加しアジア太平
洋不動産連盟の設立総会を東京で開催（以来、2年に1回、
通常総会を開催）

1973年（昭和48年9月）
全日本不動産協会を母体として、建設省から社団法人
不動産保証協会の設立許可・指定を受ける

1975年（昭和50年3月）
消費者保護の完全な遂行を期するため、一般保証制度
を創設

1978年（昭和53年11月）
全日本不動産政治連盟を設立

1982年（昭和57年5月）
「全日本不動産流通センター」発足、『全日情報』（物件情
報誌）創刊
全日創立30周年・保証創立10周年記念式典開催

1987年（昭和62年1月）
保証協会の業務として、手付金保証業務を開始

1988年（昭和63年11月）
宅建業法改正により、手付金等保管業務を開始

1990年（平成2年5月）
建設大臣指定、不動産流通機構制度が発足、全国各地
方本部にサブセンターを設ける

1991年（平成3年1月）
定款の一部を改正し、全日、保
証両協会に理事長制を導入、
全日理事長に吉岡健三氏、保
証理事長に廣瀬雅夫氏が就任

1992年（平成4年11月）
全日創立40周年・
保証創立20周年
記念式典開催

1996年（平成8年10月）
「全日会館」落成
（同年11月、新会
館で業務開始）

1997年（平成9年1月）
全日創立45周年・保証創立25周年記念式典開催（「全
日会館」落成式典も兼ねる）

2000年（平成12年3月）
全日紀尾井町フォーラム「新しい世紀を展望に」を研
究プ口グラム提言

2001年（平成13年1月）
国土交通省スタート（建設・国土・運輸など総合）
全日創立50周年・保証創立30周年記念式典を開催

（同年6月）
クレジットカード会社3社5ブランドとカード決済サー
ビス事業覚書を締結

2003年（平成15年8月）
ラビット生命共済スタート。全日サイト、ZeNNETスタート

（同年10月）
不動産統合サイト（不動産ジャパン）スタート

2006年（平成18年3月）
沖縄県本部設立
全日本不動産賃貸管理士資格制度スタート

（同年4月）
全日本不動産住宅ローンスタート

（同年10月）
全日創立55周年・保証創立35周年記念式典を開催

初代会長の五島慶太氏

東京・日比谷で開催された設立総会には、
三笠宮殿下も出席（前列中央）。1952年６月

96
年
に
は
念
願
の
全
日
会

館
が
落
成
。
翌
年
に
は
45

周
年
祝
賀
パ
ー
テ
ィ
ー
が

開
催
さ
れ
た
。

オ
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
へ
あ
と
一
歩
と

な
る
沖
縄
県
本
部
が
２
０
０
６

年
３
月
設
立
さ
れ
た

発
展
を
遂
げ
る
全
日
。

アムステルダムで開かれた第13回世界大会

世界不動産連盟オランダ総会でスピーチを行う
野田名誉会長 1962年6月
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�　土地の無償返還届出書が提出されている

場合の借地権の評価

権利金を収受した場合又は特別の経済的利
益を受けた場合を除き、法人が借地権の設定等により
他人に土地を使用させた場合において、収受する地代
の額が相当の地代の額に満たないときであっても、次
の要件に該当する場合には、権利金の認定課税はない
ものとして取り扱われます。
① 借地権の設定等に関する契約書（土地賃貸借契
約書）において、将来借地人がその土地を無償で
返還することが記載されていること
② 土地の賃貸人と賃借人とが連名の書面（土地の
無償返還に関する届出書）により遅滞なく所轄税
務署長に届け出ること
土地の無償返還届出書は、土地所有者と借地人とが

将来借地権を無償で返還することを約束した契約であ
り、借地人に相続・贈与が発生した場合、その借地権
価額はゼロとして扱うことになります。
なお、個人間においては使用貸借制度があるため、

この土地の無償返還届出書の取扱いはありません。
�　土地の無償返還届出書が提出されている場合の貸宅

地の評価

借地権の設定されている土地について、土地所有者
に相続・贈与が発生した場合において、その土地に関
して土地の無償返還届出書が提出されているときは、
その貸宅地の価額は、自用地価額の80％相当額で評価
します。
貸宅地の評価は、原則として自用地価額から借地権

価額を控除して評価します。したがって、土地の無償
返還届出書が提出されている場合の借地権価額はゼロ
なので、このような貸宅地の相続・贈与時の評価は自
用地評価額であるべきです。
しかし、その土地に実際建物が建っており借地借家

法の適用を受けていること、相続・贈与時にその借地
権が返還されているわけではなく、借地権の取引慣行
のない地域における貸宅地の評価を自用地価額の80％
相当額としていることとのバランス上、土地の無償返

還届出書の提出されている貸宅地についても自用地価
額の80％相当額で評価することとしたのです。
この場合において、被相続人又は贈与者が同族会社

にその土地を貸し付けているときは、その同族会社の
株式等を純資産価額で評価する上で、貸宅地の評価上
控除した20％相当額を純資産価額に加算して計算する
ことにしています。
なお、土地の無償返還届出書が提出されている場合

であっても、その貸借が使用貸借である場合には、そ
の貸宅地の相続・贈与時の評価額は自用地価額として
評価することになります。
�　相当の地代を引き下げた場合

借地権の取引慣行のある地域で相当の地代を支払っ
ている場合において、その地代を引き下げたときは、
原則として、地代引下げ時に土地所有者から借地人に
贈与があったものとされます。
ただし、地代引下げが、地代を引き下げる代わりに借
地権利金を授受することにした、借地権設定当時に比べ
て土地の価額が下落したというような相当の理由があ
る場合には、このような認定贈与課税は行われません。
�　相当の地代を支払っている場合の貸家建付借地権等

の評価

次の①から③に掲げる借地権が設定されている土地
が貸家の用に供された場合、又は④から⑥までの場合
の貸家建付借地権、転貸借地権、転借権の価額は、相
当の地代を支払っている場合の借地権等の価額を基と
して上記までの定めにより評価します。
① 相当の地代を支払っている場合の借地権
② 相当の地代に満たない地代を支払っている場合
の借地権
③ 土地の無償返還届出書が提出されている場合の
借地権
④　相当の地代を支払って借地権の転貸があった場合
⑤ 相当の地代に満たない地代を支払って借地権の
転貸があった場合
⑥ 土地の無償返還届出書が提出されて借地権の転
貸があった場合

相続・贈与時の借地権等の評価（4）

Q
「土地の無償返還に関する届出書」が提出されている場合の借地権及び貸宅地の
相続・贈与時の評価、相当の地代を支払っている場合における特殊なケースの
評価について教えてください。

A

税理士法人タクトコンサルティング　

代表社員　税理士　玉
たま

越
こし

賢
けん

治
じ

先生
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海谷・江口・池田法律事務所　

弁護士　江
え

口
ぐち

正
まさ

夫
お

先生

� 賃借建物の変更と賃借人の用法遵守義

務等

賃借人は、賃貸借期間内であれば、賃借し
た建物をどのように使用しても自由だというわけでは
ありません。他人の所有する建物を使用するのですか
ら、契約で定めた用法に従って建物を使用する義務が
あります。この賃借人の義務を「用法遵守義務」とい
います。
店舗及び住宅として建物を賃借した場合に、住宅部

分を店舗として使用するということは当該部分につい
ては用法を変更することになり、建物の用法違反とな
る可能性があります。このことは住宅部分を店舗とし
て使用することが賃貸人にとってどれほどの不利益を
及ぼすものであるかが判断のポイントとなります。
同時に、住宅部分を店舗として使用するということ

は、単なる用法変更というにとどまらず、他人の所有
する建物を改造することになりますので、その内容が
賃貸人に不利益なものであって、なおかつ容易に復元
できないような場合には「建物の毀損」と評価され、
賃借人の義務違反が認められることになります。
したがって、店舗拡張のような賃借人の要求は、そ

れが建物内の模様替えで済ませられる範囲のものであ
るのか、それとも建物の改築という段階にまで及ぶの
かによって分けて考えることが必要です。
� 建物の模様替えにより店舗として使用する場合

� 信頼関係の破壊が認められない場合

一般的に、建物の用法を変更する場合でも、それが
賃貸人にとって格別の不利益をもたらさない場合には
契約当事者間の信頼関係を破壊するものではないと解
され、この場合には賃貸人は賃貸借契約の解除は認め
られないものとされています。
例えば、過去の判例では、それまで住居として使用

していた和室の6畳間に、店舗用に使用される厚手の
ビニールを敷いて美容院用に模様替えをしたケースで
は、賃貸人に無断で行った場合でも信頼関係を破壊す
るものではないと判示されています。
ただし、建物の賃貸人兼敷地の所有者が、建物を住

宅として使用することにより固定資産税の軽減措置を
受けており、住宅としての使用を賃借人に強く義務づ
けている等の事情がある場合には、信頼関係の破壊が
認められ、解除が認められることはあり得ます。
� 信頼関係の破壊が認められる場合

他方で、模様替えと称していても、建物の保存上の
危険性が増すような改装を行う場合には、当事者間の
信頼関係が破壊され、賃貸人は賃貸借契約を解除でき
るものと解されています。
したがって、賃貸人としては、模様替えの要求を受

けた場合、まず用法の変更内容とともに、用法の変更
に伴い、建物をどのように変更する予定であるのかを
明確に確認することが必要です。
�　建物の改築が伴う場合

� 信頼関係の破壊が認められない場合

判例では、建物の改築を伴う場合でも建物の損傷が
軽微であって、容易に原状回復が可能であり、かつ改
築内容が賃貸人にとって不利益とはいえず建物の使用
上の利便性が増しているような場合には信頼関係の破
壊は認められないとするものがありますので注意が必
要です。
例えば、浸水防止のために床をコンクリートにし、

庇を修繕したりした場合などです。
� 信頼関係の破壊が認められる場合

改築の結果、建物が損傷を受け、容易に原状回復を
行うことが困難な場合には信頼関係の破壊が認めら
れ、賃貸人は賃貸借契約を解除することができます。
信頼関係の破壊が認められる要素として、保存行為

の範囲を超える改築が行われることとともに、賃貸人
が賃借人による改築に反対して何度も制止しているに
もかかわらず賃借人が改築を強行したような場合にも
背信性が認められることになります。
したがって、賃貸人としては、賃借人の要望を受け

入れられないと判断したときは、賃借人に対して反対
の意向を伝えるとともに、きちんと改築工事の制止行
動を取っておくことが重要となります。

A

賃借人の店舗の拡張要求に対する対応

Q
店舗兼住宅として理髪店に建物を賃貸していますが、最近、借家人から住宅部
分を店舗に改装したいと求められていますが拒否できるでしょうか。また、実
行された場合は契約の解除はできるでしょうか。
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�　2つの潮流

現在業界は２つの潮流の中にあります。
潮流のひとつは、金融と不動産の融合です。

不動産が証券化された上、売買されあるいは賃貸され
ることが、一般化しました。金融に関しては投資家保
護のための制度改革が進められており、金融と融合し
つつある不動産取引も投資家保護の必要に迫られてい
ます。
もうひとつの潮流は、建築に対する信頼が揺るがさ

れる事態に直面し、建築や宅地建物取引に対する信頼
を回復しようという流れです。平成17年11月に発覚し
た耐震強度偽装問題の中で、業者が購入者に対する重
要な事項の説明を怠ったという事件が起こりました。
特定の業者だけではなく、業界の社会的責任が問われ
ています。
平成18年６月、宅建業法について、相次いで２つの

改正が行われました。第１の改正は証券取引法改正に
伴う改正であり、金融と不動産の融合に関連します。
第２の改正は、建築基準法改正に伴う改正であり、業
界への信頼回復を目的とします。
� 平成18年6月の第1の改正

近時、宅地建物の権利に関する取引が、信託受益権
取引の形をとったり、あるいは組合持分取引の形をと
ったりすることが多くなりました。宅建業法は、「宅
地・建物の売買・交換、又は、宅地・建物の売買・交
換・貸借の代理・媒介をする行為」（宅建業法2条）を規
制する法律であるところから、従来、信託受益権や組
合持分の取引は規制対象外であり、重要事項説明の必
要もないと考えられてきました。
しかし信託受益権や組合持分の購入に際しても、購

入検討者に情報を提供し、投資家を保護する必要があ
ります。そのため証券取引法の改正（金融商品取引法
の成立）に伴い、宅建業法でも、信託受益権や組合持
分の購入検討者に対する重要事項の説明義務が定めら
れました（改正後の35条3項、同50条の2の4）。
� 平成18年6月の第2の改正

第２の改正は、業界の信頼を回復するため、�説明

すべき重要事項を追加し、�47条1号の法文を見直し、
�47条違反の罰則を強化するものです。
�まず説明すべき重要事項に保証保険加入の有無等

の説明が加わりました（改正後の35条1項13号）。現在
検討されている瑕疵担保責任に関する保証保険の制度
に対応する改正です。まだ保証保険の制度はできてい
ませんが、制度ができた後は制度の説明をしなければ
ならなくなります。
�次に事実不告知や不実告知を禁じる47条が改正に

なりました。改正によって、勧誘のときだけではなく、
申込みの撤回・解除の局面や、取引により生じた債権
行使の局面でも事実不告知や不実告知が禁じられたこ
とが条文上明らかになりました。また35条や37条に定
められた事項についてだけではなく、「宅地若しくは
建物の所在、規模、形質、現在若しくは将来の利用の
制限、環境、交通等の利便、代金、借賃等の対価の額
若しくは支払方法その他の取引条件又は当該宅地建物
取引業者若しくは取引の関係者の資力若しくは信用に
関する事項であつて、宅地建物取引業者の相手方等の
判断に重要な影響を及ぼすこととなるもの」について
も事実不告知・不実告知の禁止が明文化されました。
環境に関する事項や取引関係者の資力・信用に関する
事項の事実不告知や不実告知の禁止が明文化された点
には特に注目されます。
�さらに47条違反行為の罰則が強化されました。現

行の罰則が懲役 1年・罰金50万円となっているとこ
ろ、改正後は、懲役 2年・罰金300万円、法人は罰金
１億円になります（改正後の84条）。
� 施行時期

第１の改正は、改正証券取引法（金融商品取引法）の
施行の日から施行されます。改正証券取引法は、公布
日（平成18年6月14日）から1年 6か月以内に施行される
ことになっていますので、改正宅建業法も、平成19年
12月14日までに施行になります。
第２の改正は、公布日（平成18年6月21日）から6か月

以内に施行されることになっていますので、平成18年
12月21日までに施行になります。

宅建業法改正の動向

Q

A

平成18年6月に宅地建物取引業法が改正されたことをニュースで知りました。
どのような改正があったのでしょうか

山下・渡辺法律事務所　

弁護士　渡
わた

辺
なべ

晋
すすむ

先生
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1.弁済業務保証金の還付
（平成18年9月）

宅地建物取引業法第64条の8に基
づき、弁済業務保証金の還付手続きを
東京法務局に行い、還付額を当該認証
申出者に返還した。

還付日 件数 還付額（円）

9月07日 26件 11,178,710
9月14日 12件 1,972,500

3.弁済業務保証金取戻し公告
（平成18年9月）

宅地建物取引業法第64条の11に
基づき、弁済業務保証金取戻し公告を
行った。

官報掲載日 掲載ナンバー 件数

9月12日 号外210号 38件
9月26日 号外220号 40件

2.弁済業務保証金の取戻し
（平成18年9月）

宅地建物取引業法第64条の11に基づ
き、退会等の事由により社員の地位を失っ
た者に対する弁済業務保証金返還のため
取戻し手続きを東京法務局に行った。

取戻日 件数 取戻額（円）

9月01日 97件 54,300,000
9月15日 65件 32,700,000

◆保 証だより◆

平成18年度 宅建試験受験状況【速報】

資料：（財）不動産適正取引推進機構
※注：速報値であるため、最終確定数とは異なる場合があります。

平成18年10月15日現在
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国 土 交 通 省 か ら の お 知 ら せ

宅地建物取引業法施行規則の一部を改正する省令は、本年4月24日に施行され、「当該建物（昭和56年6月

1日以降に新築の工事に着手したものを除く）が建築物の耐震改修の促進に関する法律4条1項に規定する基

本方針のうち同条2項3号の技術的な指針となるべき事項に基づいて指定確認検査機関、建築士、登録住宅

性能機能評価機関又は地方公共団体が行う耐震診断を受けたものであるときは、その内容」が新たに重要

事項説明事項として追加されました。（宅建業法16条4の2第3号）

これを受け、耐震診断が行われた建築物についてその結果を報告するための標準的な様式である「建築

物の耐震診断結果報告書」が作成され、同報告書を「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方」において

重要事項説明の際に別添することとして差し支えない書類として取り扱われることとなりました。

建築物の耐震診断結果報告書の標準的様式の作成に伴う
宅地建物取引業法施行規則16条4の2第3号の運用及び

「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方」
の一部改正について

価格査定マニュアル2006（CD-ROM）発売のお知らせ

不動産流通近代化センターから、単価データを更新した「価格査定マニュアル2006年度版」が発

売されました。

価格査定マニュアルは、昭和55年の宅地建物取引業法改正により、媒介契約制度が施行されたこ

とに伴い開発されました。すなわち、宅地建物取引業者が媒介契約において媒介価額についての意

見を述べる際には根拠を明示しなければならない旨、宅地建物取引業法34条の2により義務づけられ

ました。これに関連して、その根拠明示の合理的手法として建設省（当時）委託調査による価格査定

マニュアルが発表され、これを実用化したものが不動産流通近代化センターの策定した価格査定マ

ニュアルです。

データを入力すれば自動的に価格が算出されます。住宅地・戸建住宅・中古マンションのマニュ

アルを1枚のCD-ROMに収め、ひとつのマニュアルで3種類の価格査定ができます。

住宅地 戸建住宅 中古マンション
総合版価格査定マニュアル 2006

発行：不動産流通近代化センター
発売：大成出版社
価格：8,900円（税込み）

耐震診断が行われた建築物についてその結果を報告するための標準的な様式である「建
築物の耐震診断結果報告書」が作成されたことに伴い「宅地建物取引業法の解釈・運用の
考え方」が改正され、9月25日に施行されました。

総合
版
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新潟県不動産業界の姿を遠目に眺めてみよう。

全日新潟県本部の業界における貢献をどう評価す

るか。

当本部の特徴は、平成10年に全日43番目の地方

本部として設立され当初から県内の各会員に地域差

のない運営と財政の明瞭性と一貫性を旨として、資

金負担の少ない協会運営を目指し、安定した組織の

拡大と会員の増強を行っている。

その理由は

県本部所在地が新潟県庁の信濃川対岸、千歳大橋

の西詰めに位置し、県本部役員並びに事務局員が既

存会員と消費者の方向を向きながら、新規に開業す

る新入会員を歓迎する体質があるからだろう。現役

員がきっちりとやっている印象を受ける。

昨年末に友好団体であるべき新潟県宅地建物取引

業協会が、全日新潟県本部の既存会員に対して合弁

的合同（実態は協会を移籍した会員には入会金の免

除その他経済的便宜を図るという勧誘）を呼びかけ

たダイレクトメール事件があった。この時も全国単

一の組織に所属する全日としての対応は「新潟宅建

の主旨には同調し兼ねる、社団法人が公益に関する

団体であることにかんがみたなら、公益のために用

いるべき収入を、他の社団法人の会員を自己に移籍

させるための支出に充てることが、果たして許され

るものであるか、大いに疑問に思われます」との提

言、勧誘文に対する遺憾の意を示し、断固抗議し、

入会勧誘は直ちに打ち切られるべき旨を申し入れま

した。その後、新潟宅建からは何の動きも返答もあ

りませんので、ご理解いただいたものとしています。

県本部の雰囲気

基本的に争いは好まず、『和と団結』の気持ちで

進んでいます。本部内には発言しやすい内部環境が

あります。もともとの方針で新しい事業に目を向け

る土壌があります。一会員の方が「これからの不動

産業者はパソコン（レインズ）とネット環境を駆使

できなければいけない」と言いだし、今では責任者

としてやっています。かといって、あまり構えずに、

ごく自然体で取り組んでいます。新しい風に敏感な

県本部ですが、現在の悩みは、業界を取り巻く環境

の変化がそれに追いつかないほど急激なことです。

しかも、先行きを予測することが難しい。

今後も、新しいものに目を向け、自然体で対応す

る全日新潟県本部の真価がますます問われます。

新潟県本部

業 界 の 風 景
社団法人 全日本不動産協会新潟県本部

社団法人 不動産保証協会新潟県本部

本部長　高木　剛俊
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国土交通省のあんしん賃貸支援事業が本年11月から始まります。賃貸仲介を行う会員におかれまして

は、協カ店として登録されるようご案内申し上げます。

1. あんしん賃貸支援事業の概要
事業の柱は、①高齢者・障害者・外国人・子育て世

帯の入居が可能な賃貸住宅の登録と、②地方公共団体
や社会福祉法人・NPO 等による居住支援、③「あん
しん賃貸住宅協力店」（都道府県に登録した仲介会社）
による賃貸住宅の登録補助と賃貸仲介です。
●この事業の対象者は「 高齢者、障書者、外国人及
び子育て世帯であって、家賃等を適正に支払うこ
とができる人」です。
●登録した物件は上記（高齢者等）以外の人に賃貸
することもできます。

2. 居住支援の例
・トラブルの未然防止のため、契約手続の立会いや通
訳の派遣などを行う。
・借主、貸主からの電話相談や訪問相談。

3. 事業の実施エリア
今年度は宮城県、東京都（及び板橋区）大阪府、福

岡県、川崎市でこの制度が実施されます。事業実施エ
リアの仲介会社におかれましては、「あんしん賃貸住

宅協力店」の登録をお願いいたします（11月16日より、
協力店登録ができます）。

4. 協力店登録の手続
①事業実施工リア内の会員で協力店登録を行う場合
は、「あんしん賃貸住宅協力店登録申請書」を所属
の地方本部又は支部までお送りください。
②地方本部又は支部が地方自治体に対して、貴社の登
録を行います。
③後日、（財）高齢者住宅財団より、情報メンテナンス
用のインターネットのパスワードと「あんしん賃貸
住宅協力店」である旨のステッカーをお送りします。
④（財）高齢者住宅財団より発行されたインターネット
のパスワードを使用して、協力店が物件情報の入力
（メンテナンスを含む）をしていただきます。
※賃貸人が物件登録を望んだときは「あんしん賃貸住宅

登録申請書」（3枚）をご使用ください（これは賃貸人

から地方自治体へ提出する書類です）。

※ご不明な点等は、総本部事務局までお問い合わせください。

電話03-3263-7030

国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！国交省「あんしん賃貸支援制度」の協カ店登録が始まります！

宮城県 東京都（及び板橋区）大阪府 福岡県 川崎市 の

会員の皆様へ
宮城県 東京都（及び板橋区）大阪府 福岡県 川崎市 の

会員の皆様へ
宮城県 東京都（及び板橋区）大阪府 福岡県 川崎市 の

会員の皆様へ

●協力店登録の申請先
「あんしん賃貸住宅協力店登録申請書」も下記の申請先よりお取り寄せください。

※協力店登録は無料です。
※住宅登録は高齢者以外は無料です。高齢者につきましては、すでに実施されている「高齢者円滑入居賃貸住宅制度」のデータべー
スに登録することになりますので、その手続に基づくため有料になります。
手数料は各自治体により異なりますので、下記をご確認ください。

（平成18 年10 月現在）
宮城県 0円／1 戸
東京都 800円／1 戸
神奈川県 0円／1 戸

大阪府 1,000円／1 戸
福岡県 700円／1 戸

事業実施エリア 協力店登録申請先 FAX番号 電話番号

宮 　 　 城 　 　 県 宮城県本部 022-266-3387 022-266-3358

東京都（及び板橋区） 東京都本部 03-3261-6609 03-3261-1010

大 　 　 阪 　 　 府 大阪府本部 06-6947-7661 06-6947-0341

福 　 　 岡 　 　 県 福岡県本部 093-561-6263 093-561-5970

川 　 　 崎 　 　 市 川 崎 支 部 044-798-2542 044-798-2540



北海道本部
９／４(月)・組織委員会
９／５(火)・広報委員会
９／８(金)・財務委員会
９／13(水)・会館管理委員会
９／14(木)・入会審査委員会
９／21(木)・不動産相談苦情処理委員会
９／26(火)・総務委員会
９／27(水)・新入会員研修会

青森県本部
９／４(月)・全日本不動産住宅ローン事前説

明会
９／５(火)・検討ワーキング委員会［他25(月)］
９／13(水)・公取研修会
９／20(水)・支部苦情相談
９／21(木)・支部市民相談［他26(火)］
９／22(金)・法定研修会

岩手県本部
９／20(水)・入会審査会

宮城県本部
９／５(火)・福利厚生委員会
９／６(水)・無料相談［他13(水)、20(水)、27(水)］

・取引相談委員会
９／８(金)・財務委員会
９／12(火)・4支部主催、青年部後援 合同研修会
９／14(木)・理事会
９／21(木)・入会審査委員会［他28(木)］

・パソコン研修会
９／22(金)・綱紀委員会

・教育研修委員会
９／27(水)・組織委員会
９／28(木)・規約特別委員会

秋田県本部
９／14(木)・従業者法定研修会

山形県本部
９／４(月)・全国不動産会議山形県大会実行

委員会
９／７(木)・山形県地区調査指導委員会聴聞会
９／11(月)・全国不動産会議会場打合せ
９／15(金)・全国不動産会議接遇班・懇親会班

打合せ
９／20(水)・入会審査会

・全国不動産会議山形県大会総務
班打合せ

９／27(水)・全国不動産会議山形県大会懇親
会料理試食会

福島県本部
９／５(火)・郡山商工労政部来所

９／14(木)・ゼネット講習会

茨城県本部
９／26(火)・日建学院と組織拡充に関する打

合せ［他27(水)］

栃木県本部
９／21(木)・理事会

群馬県本部
９／１(金)・入会説明会［他22(金)］
９／５(火)・支部納涼会
９／８(金)・法定研修会
９／11(月)・支部懇親ゴルフコンペ
９／13(水)・無料相談［他27(水)］

埼玉県本部
９／１(金)・福利厚生委員会
９／７(木)・支部無料相談

・支部法定研修会［他1 4 (木 )、
15(金)、21(木)、28(木)］

９／13(水)・取引相談委員会
９／14(木)・取引主任者講習会
９／20(水)・教育研修委員会
９／26(火)・支部パソコン研修［他27(水)］
９／28(木)・ゼネット研修会［他29(金)］

千葉県本部
９／４(月)・入会説明会［他11(月)、1９(火)、

25(月)］
９／５(火)・法定講習委員会

・通常理事会
・流通推進委員会
・組織委員会

９／８(金)・入会審査委員会［他22(金)］
９／11(月)・パソコン研修会
９／12(火)・取引相談委員会
９／13(水)・法定講習会
９／14(木)・研修旅行合同委員会
９／19(火)・取引相談委員会
９／20(水)・研修旅行
９／25(月)・無料相談
９／28(木)・常務理事会

東京都本部
９／１(金)・宅建試験連絡協議会
９／４(月)・入会資格審査委員会［他19(火)、

26(火)］
９／６(水)・法律相談［他20(水)、27(水)］
９／11(月)・広報相談委員会
９／12(火)・入会説明会［他28(木)］
９／13(水)・法定研修会
９／14(木)・取引主任者法定講習会

・取引相談委員会聴聞会
・全日東京不動産学院設立準備委
員会

９／15(金)・本部支部合同自主規制委員会
・自主規制違反者研修
・宅建試験事務担当者研修会

９／19(火)・関東地区協議会入会担当者意見
交換会

９／21(木)・幹部会
９／22(金)・取引相談委員会全体会議
９／28(木)・宅建試験本部員・監督員研修会

・総務委員会

神奈川県本部
９／５(火)・取引相談委員会
９／11(月)・実務指導員研修会
９／14(木)・理事会
９／22(金)・広報委員会
９／25(月)・消費者セミナー委員会

山梨県本部
９／１(金)・理事会

・入会資格審査
９／６(水)・業態調査
９／14(木)・取引相談

・教育研修委員会
９／22(金)・法定研修会

・入会説明会

新潟県本部
９／１(金)・入会説明会［他15(金)］

・研修委員会
９／６(水)・事務所調査［他21(木)］
９／13(水)・ゼネット研修会
９／26(火)・理事会

富山県本部
９／６(水)・ミニ研修会
９／21(木)・資格審査委員会
９／29(金)・役員会

長野県本部
９／15(金)・法定研修会

石川県本部
９／14(木)・福井県本部設立準備委員会
９／27(水)・総本部組織委員長と福井県本部

設立協議
９／29(金)・理事会

岐阜県本部
９／14(木)・研修会

・役員会

静岡県本部
９／６(水)・支部無料相談［他13(水)、1９(火)、

27(水)］
９／７(木)・県住宅展実行委員会
９／26(火)・MVC運営委員会

愛知県本部
９／１(金)・資格審査委員会
９／５(火)・県下統一研修会［他8(金)、11(月)］

・理事会
９／26(火)・資格審査検討委員会

三重県本部
９／７(木)・教育研修委員会

・組織資格審査委員会

北海道本部

群馬県本部

埼玉県本部

千葉県本部

神奈川県本部

岩手県本部

青森県本部

宮城県本部

秋田県本部

山形県本部

福島県本部

茨城県本部

栃木県本部

東京都本部

新潟県本部

富山県本部

石川県本部

長野県本部

岐阜県本部

静岡県本部

三重県本部

山梨県本部
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愛知県本部



・合同理事会
９／13(水)・取引・苦情処理委員会
９／26(火)・特別研修会

・一般研修会

滋賀県本部
９／７(木)・県不動産取引業協議会県指定宅

建業従事者研修会
９／８(金)・部落解放研究県集会実行委員会
９／12(火)・運営会議

・理事会
・会員義務研修会

９／13(水)・県土木交通部部門研修
９／19(火)・入会審査会
９／27(水)・部落解放人権政策確立要求県実

行委員会連続学習会
９／30(土)・部落解放研究全国集会全体会議

京都府本部
９／４(月)・取引相談委員会
９／５(火)・無料相談［他19(火)］

・不動産相談委員会［他8(金)］
９／11(月)・公正取引委員会

・入会審査会［他26(火)］
・運営会議

９／14(木)・会員義務研修会
９／26(火)・京・輝き隊活動

大阪府本部
９／１(金)・法定研修会［他4(月)、8 (金)、

12(火)、14(木)］
９／６(水)・取引相談委員会［他13(水)、20(水)］

・無料相談［他20(水)］
９／11(月)・綱紀委員会

・運営会議
９／14(木)・入会申込締切
９／15(金)・訴訟打合せ会
９／19(火)・入会審査会

・求償委員会
９／21(木)・入会希望者研修会

・会員支援委員会
９／26(火)・理事会
９／27(水)・コスモス全体委員会

・認証上申委員会
・コスモス学ぼう会

９／28(木)・不動産学院修了式
９／29(金)・入会者実務研修会

兵庫県本部
９／１(金)・県住宅再建共済街頭キャンペーン
９／４(月)・宅建講座［他6(水)、7(木)、11(月)、

14(木)、19(火)、21(木)、25(月)、28(木)］
９／８(金)・法定研修会［他14(木)、19(火)］
９／11(月)・模擬試験［他14 (木)、21 (木)、

25(月)、28(木)］
・ユースネット倶楽部委員会

９／12(火)・総務委員会［他26(火)］
９／13(水)・直前模擬試験［他20(水)、27(水)］
９／19(火)・支部特別事業検討委員会
９／22(金)・財務委員会

・教育研修委員会

・本部長・副本部長・委員長連絡会議
・基本問題検討特別委員会

９／27(水)・ユースネット倶楽部チャリティ
ゴルフコンペ

９／28(木)・入会者実務研修会
９／29(金)・支部理事会

奈良県本部
９／４(月)・運営会議

・理事会
９／14(木)・無料取引相談［他28(木)］

鳥取県本部
９／13(水)・入会審査会［他19(火)］
９／20(水)・無料相談［他21(木)］

島根県本部
９／６(水)・入会審査委員会
９／７(木)・県庁表敬訪問
９／19(火)・無料相談
９／27(水)・法定研修会

・入会審査会

岡山県本部
９／19(火)・取引相談委員会
９／26(火)・入会審査委員会

広島県本部
９／１(金)・臨時理事会［他21(木)］
９／６(水)・広報組織委員会
９／14(木)・審査委員会

・定例理事会
９／15(金)・県交流・定住相談等に関する協

定書調印式
９／21(木)・合同委員会

・流通委員会
９／28(木)・地区法定研修会

山口県本部
９／４(月)・聴聞会・本部長・副本部長会議
９／20(水)・企画広報、組織拡大委員会
９／21(木)・理事会

・法定研修会

徳島県本部
９／１(金)・無料相談［他7 (木 )、1 4 (木 )、

20(水)、28(木)］
９／４(月)・入会審査会［他6(水)、8(金)］
９／８(金)・理事会
９／12(火)・研修会
９／19(火)・取引苦情処理委員会

香川県本部
９／４(月)・無料相談
９／８(金)・法定研修会

愛媛県本部
９／５(火)・合同理事会
９／26(火)・研修広報委員会

高知県本部
９／８(金)・理事会
９／13(水)・無料相談［他27(水)］
９／14(木)・不動産広告審査会
９／26(火)・法定研修会

福岡県本部
９／１(金)・事務局会議［他30(土)］
９／７(木)・常務理事会
９／11(月)・地区業者講習会［他1 2 (火 )、

26(火)、27(水)］
９／20(水)・役員研修会
９／21(木)・入会審査委員会
９／26(火)・地区流通パソコンセミナー［他28(木)］
９／27(水)・全日ゴルフコンペ

佐賀県本部
９／８(金)・福利厚生委員会
９／21(木)・財務委員会
９／22(金)・入会審査委員会

・組織委員会
９／26(火)・会員研修旅行［他27(水)］

長崎県本部
９／５(火)・新入会員研修会

・入会審査委員会
９／８(金)・地区研修会

・組織委員会
９／20(水)・取引相談委員会
９／22(金)・常務理事会
９／28(木)・理事会

熊本県本部
９／11(月)・入会審査
９／27(水)・苦情取引相談
９／29(金)・パソコン研修会

大分県本部
９／１(金)・理事会［他26(火)］
９／13(水)・苦情処理委員会
９／14(木)・入会面接
９／26(火)・全日本不動産住宅ローン説明会

及び住宅ローン基礎知識講習会

宮崎県本部
９／４(月)・県ゆとりある住生活協議会幹事会
９／６(水)・新入会員現地調査

・資格審査委員会
・役員会

９／11(月)・法テラスに関する意見交換会

鹿児島県本部
９／１(金)・三役会
９／８(金)・ゼネット学習室
９／15(金)・公正取引委員会［他22(金)］
９／22(金)・法定研修会

・法テラスに関する意見交換会

沖縄県本部
９／11(月)・全日本不動産住宅ローン講習会
９／26(火)・理事会

岡山県本部

広島県本部

山口県本部

徳島県本部

香川県本部

愛媛県本部

佐賀県本部

長崎県本部

熊本県本部

大分県本部

宮崎県本部

鹿児島県本部

沖縄県本部

大阪府本部

兵庫県本部

鳥取県本部

島根県本部
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滋賀県本部

京都府本部

高知県本部

福岡県本部
奈良県本部
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平成18年9月新入会者名簿
東京都 杉並区 ㈲東京トラスト

港区 ㈱キャランダイ
中野区 ㈱スキップホーム
世田谷区 ㈱アーク
江戸川区 ㈱ハウジングプラザ
中野区 現代測量㈱
新宿区 ㈱B.B.インキュベーション
中央区 ㈱ダンデパーク
杉並区 ㈲上之屋
中央区 ルノンコーポレーション㈱
港区 ㈱ランドスクエア
渋谷区 ㈱フューチャープランニング
千代田区 ㈱KAISHIN
中野区 ㈱ウララトラスト
足立区 ㈲エヌ・ケイ・シイ
世田谷区 ㈱東京ルームサポート
墨田区 ㈱イースト土地建物
新宿区 ㈱アキパートナーズ
立川市 海亀建設㈱
杉並区 東京山の手ホーム㈲
文京区 藤栄不動産㈱
台東区 ㈲ファーストハウジング

神奈川県 川崎市 ㈱新建
厚木市 ㈱デスクトップ
厚木市 ㈱オーナーズビジョン
相模原市 ㈲アットワン
横須賀市 ミキフロンティア㈱
横浜市 合同会社万代Property Consultant
横浜市 アーバンリプロ㈱
川崎市 ㈱ノーブル・アンド・カンパニー
横浜市 ㈱ジェー・プレックス
鎌倉市 ㈱ケイプランニング
鎌倉市 横浜林業
横浜市 ㈲バンコーポレーション

新潟県 長岡市 あおぞら不動産
石川県 金沢市 ㈲大地

金沢市 ㈱SUN
小松市 山一不動産

福井県 福井市 リブプランニング㈱
山梨県 北杜市 甲陽不動産

中巨摩郡 ㈲ブリッジ
岐阜県 各務原市 ㈱藤井工務店

可児市 ㈱メディア不動産
各務原市 山内不動産

静岡県 静岡市 ㈲住いのサン
浜松市 ㈲木下
静岡市 ㈱佐藤土木設計
浜松市 東亜不動産

愛知県 額田郡 中部ハウス販売㈲
名古屋市 ㈲妙国

三重県 鈴鹿市 三重不動産再生販売㈱
員弁郡 ㈱ケイアンドワイ

滋賀県 草津市 ㈱白畑建設
草津市 ㈱ミルクリーク滋賀
草津市 ㈱�コーポレーション

京都府 京都市 ティンクホーム
京都市 日本ベストコミュニティー㈱

北海道 函館市 ㈱西武建設運輸
札幌市 ㈲ライラック
札幌市 グローバルハウス㈱
札幌市 ㈱ティーアンドエス
札幌市 ㈲オフィス野田
白老郡 はくねん宅建
札幌市 ㈱リアライズ
札幌市 ㈲Lee 1
札幌市 オーマル不動産㈱
函館市 大成不動産

宮城県 仙台市 ㈱創新ハウスコンサルタント
仙台市 ㈱ベストプランナー
仙台市 ㈱ベストMt.
仙台市 きらら住販㈱

秋田県 秋田市 ㈱ルーディックス
山形県 米沢市 やまき不動産

長井市 ひまわり地所
福島県 須賀川市 コーエー住建㈱
茨城県 筑西市 ㈱ティエムハウジング

土浦市 島帆ハウス㈱
埼玉県 秩父市 ㈱ルームサポート

久喜市 藤和地所㈱
越谷市 プラウディーホーム㈱
川越市 滝伸建設㈱
さいたま市 中央物流㈱
狭山市 まつもと工務店㈱
さいたま市 ㈱セントラル不動産センター
川越市 ㈱ABCハウジング

千葉県 松戸市 ㈲椎の木
いすみ市 外房の家㈱
浦安市 ㈱メインランド
市川市 アーバンスペース㈱
君津市 ㈲アサヒハウジング
市川市 ㈲夢ハウジング管理センター
千葉市 ㈲鈴木建創
千葉市 俵屋電気工事㈱

東京都 目黒区 ㈱エスジーインベスターズ
渋谷区 日本アメニティ航空㈱
荒川区 ワールド・ハウジング㈱
港区 ㈲アールワン
港区 ㈲ビリーブ・コーポレーション
台東区 ㈱アーチテクト・ランド
中央区 ㈱アイデン富陽
新宿区 ㈱アポロ
世田谷区 ㈲エヌ・ブレイン
墨田区 ㈲ライフネット
千代田区 ㈱ケア・サポート
足立区 さくらパートナーズ㈱
千代田区 ㈱アースアプレイザル
千代田区 ㈱ステディープラン
渋谷区 ㈲アプローズ
荒川区 ㈲扇屋
中央区 ㈱フロンティア・ジャパン
港区 ㈱シリウス
渋谷区 三京企業㈱
江戸川区 ㈱エス・ケー・シー
台東区 ㈲サモンコーポレーション

京都府 京都市 ㈱今堀住建
京都市 ㈱ハウスマネジメント
京都市 ㈱アイ・コーポレーション
京都市 ㈲蕭嵐

大阪府 大阪市 ㈱クレチュー
大阪市 ㈱アール・イー・エム
藤井寺市 グランビル企画
大阪市 ㈲アイ
枚方市 ㈱スマイル
大阪市 Father＆Son㈲
大阪市 新成産業㈱
大阪市 Be 1 ESTATE㈱
大阪市 ㈱近畿恒産
岸和田市 ㈱サンエー
大阪市 Century Homes㈲
大阪市 ㈱クルーズ
大阪市 アイビィー㈱
大阪市 ㈲三協
大阪市 難波テナントサービス
大阪市 ㈱新和興産
大阪市 ㈲ワークアップ
大阪市 ㈲ジャスティス
大阪市 大和不動産㈱
大阪市 ㈱ドリーム・ワン

兵庫県 神戸市 バリューハウジング㈱
西宮市 ㈲シティリサーチ
西宮市 スウィート・ホーム不動産販売㈱
伊丹市 アクセスホーム㈱
加東市 LAND・R
姫路市 ワイズプランニング
神戸市 ホームアップ住宅販売㈱
神戸市 ㈲クレバー住建
神戸市 マーブルホーム㈱
神戸市 ㈱リプロ
姫路市 ㈲レックホームエージェンシー

鳥取県 米子市 ㈲サン技研
米子市 ㈱金田工務店

島根県 松江市 山根設計
仁多郡 ㈱アバロン

岡山県 岡山市 ㈱カワダ建設
岡山市 ㈱グローバル・アイ
岡山市 ㈲目黒

広島県 広島市 ㈲プラスクリエイト
広島市 ㈱クラスカ
広島市 扇テクノス㈱

山口県 下関市 ㈲岡�建設
徳島県 徳島市 ㈱グッドジョブ

阿波市 ㈲原コーポレーション
三好市 ㈲ヤマト重機

香川県 仲多度郡 ㈱View
福岡県 北九州市 七洋㈱
佐賀県 神埼郡 ㈲プランニング・ワン
長崎県 諫早市 ㈱飯盛グリーン開発
熊本県 八代市 ㈱K.R.S.ブレーンオフィス
大分県 大分市 スターキューブ㈱
宮崎県 宮崎市 ㈲エスケー商事
沖縄県 うるま市 ㈲前堂建設

※都道府県ごとの入会順により掲載

都道府県 市町村 商 号 名 称 都道府県 市町村 商 号 名 称 都道府県 市町村 商 号 名 称
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9 月

全日・保証合同

■組織委員会
日時 平成18年9月1日（金）

14時～17時
内容 1. 地方本部組織運営に関する件

2. その他の件
■総務委員会
日時 平成18年9月11日（月）

14時～16時
内容 1. 本部長会議に関する件

2. 地方本部運営に関する件
3. その他の件

■広報委員長会議
（月刊不動産編集会議）
日時 平成18年9月11日（月）

14時～17時
内容 1. 9月号の結果報告に関する件

2. 10月号の進捗状況に関する件
3. 11月号の編集計画（案）に関する件
4. その他の件

（社）不動産保証協会

■会務運営会議
日時 平成18年9月12日（火）

13時～15時
内容 1. 会務運営に関する件

2. その他の件
■教育研修委員会
日時 平成18年9月21日（木）

14時～15時30分
内容 1. 取引・苦情処理業務指導者研修会の件

2. 初任従業者教育研修、耐震問題・
アスベスト対策研修会実施の件

3. 全国不動産会議の件

■不動産賃貸管理士資格制度
特別委員会
日時 平成18年9月4日（月）

12時30分～
内容 1. 業務委託に関する件

2. 市販本に関する件
3. 賃貸管理士制度3団体統一

に関する件
4. 地方本部開催に対応した
DVDによる研修に関する件

5. 平成19年度事業執行に関する件
6. その他の件

■求償委員会・手付金保証業務、
手付金等保管業務合同委員会

日時 平成18年9月20日（水）
14時～17時

内容 1. 平成18年度求償実績、手付金保
証・手付金等保管制度の利用実
績、事業執行に関する件

2. その他の件
■弁済委員会
日時 平成18年9月29日（金）

12時～17時
内容 1. 認証案件審査に関する件

2. 訴訟継続案件に関する件

（社）全日本不動産協会

全日・保証合同

平成18年度 不動産賃貸管理士資格 講習・試験
全国主要都市での開催のご案内

（社）全日本不動産協会が行う独自の認定資格制度である不動産賃貸管理士資格講習・試験が下記の日程で実施
されます。

受 講 資 格 宅地建物取引主任者又は不動産実務2年以上の者
受 　 講 　 料 会員及びその従業員 15,000円、一般 30,000円
講習日程・会場
① 札幌会場（北海道地区）
日　　　時　平成18年12月13日（水）、14日（木）
会　　　場　アスティホール
定　　　員　300名
申込締切日　平成18年11月8日（水）

② 岡山会場（中国・四国地区）
日　　　時　平成19年1月22日（月）、23日（火）
会　　　場　岡山コンベンションセンター
定　　　員　300名
申込締切日　平成18年12月8日（金）

③ 東京会場（関東地区）
日　　　時　平成19年2月7日（水）、8日（木）
会　　　場　全日東京会館　2階　全日ホール
定　　　員　200名
申込締切日　平成18年12月26日（火）

④ 横浜会場（関東地区）
日　　　時　平成19年2月22日（木）、23日（金）
会　　　場　ヨコハマジャスト1号館
定　　　員　200名
申込締切日　平成19年1月12日（金）

お問合せ先 社団法人　全日本不動産協会　Tel03(3263)7030
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（社）全日本不動産協会� （社）不動産保証協会�

の事務局日誌�
合同会議等�

9 月�

1

5

7

8

12

14

15

19

21

22

4

11

18

25

26

6

13

20

27

28

29

3

10

17

24

2

9

16

23

30

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

１日(金) ・組織委員会

11日(月) ・総務委員会
・広報委員長会議

12日(火) ・会務運営会議

21日(木) ・教育研修委員会

４日(月) ・不動産賃貸管理士資格制度
特別委員会

５日(火) ・4団体・4機構レインズシステム
ワーキング

13日(水) ・全日サイト作業部会　不動
産賃貸管理士資格講習・試験
（～14 福岡）

20日(水) ・4団体・4機構財務要件検討小
委員会

26日(火) ・住宅ローン講習（三重・大分）
・不動産賃貸管理士資格講習・
試験（～27  東京）

28日(木) ・不動産統合サイト幹事会

30日(土) ・4団体・4機構レインズシステム
ワーキング正副会長会

７日(木) ・第1139回弁済業務保証金分担金供託
（主たる事務所62件、従たる事務所14件）
於東京法務局

14日(木) ・第1140回弁済業務保証金分担金供託
（主たる事務所25件、従たる事務所1件）
於東京法務局

20日(水) ・求償委員会、手付金保証業務委員
会・手付金等保管業務合同委員会

21日(木) ・第1141回弁済業務保証金分担金供託
（主たる事務所55件、従たる事務所8件）
於東京法務局

28日(木) ・第1142回弁済業務保証金分担金供託
（主たる事務所37件、従たる事務所3件）
於東京法務局

29日(金) ・弁済委員会
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会員各位

全日共済会では、会員に対して終身にわたっての保障を実現す
るため生命共済保障事業を行っています。
共済事業の運営にあたっては、平成８年７月より生命保険会社に

制度を委託しております。
平成１５年４月より、会員の皆様に対して一層有利になるように制

度の一部改定を実施し、福利厚生の充実を図りました。
今後も会員の皆様方への有利となるような共済会運営を図って

まいります。
その他、詳細については別途共済会規約で定められております。

※左記①～④は団体定期保険（主契約及び災害保障特約
100万円）により給付の準備を行っています。

※共済金は、共済会規約に基づき委託保険会社から直接ご
遺族・ご本人にお支払いします。

※共済金特別支払事項に該当する場合は、上記の給付金額
が減額されます。

◇上記生命共済保障の運営は三井生命保険相互会社に委
託しております。

２．７６歳以上の会員に対する生命共済保障
①会員資格5年未満を有する者が死亡したとき

１０万円　
②会員資格5年以上10年未満を有する者が死亡したとき

３０万円
③会員資格10年以上を有する者が死亡したとき

１００万円
※76歳以上の会員に対する生命共済保障は、自家共済で給
付を行っています。
自家共済からの給付の場合は地方本部経由にてお渡しい
たします。

会員が亡くなられた場合、共済金はご遺族に対し支払
われます。原則は配偶者。配偶者がいない場合はお
子様が受取人になっていただきます。

１．１８歳～７５歳の会員に対する生命共済保障

共済金給付内容

①一般死亡共済金
病気で死亡したとき又は高度障害
に認定されたとき

１００万円

２００万円

１００万円
×１０％～１００％

１,５００円
×入院日数

不慮の事故で、その日から起算して
180日以内に死亡及び高度障害に
認定されたとき又は法定伝染病によ
り死亡したとき

不慮の事故で、その事故の日から
起算して180日以内に障害を受け
たとき

不慮の事故で、その事故の日から起
算して180日以内に5日以上120日ま
での入院をしたとき

②災害死亡共済金

③災害による障害共済金

④災害入院共済金

共済金額支給条件

共済会からのお知らせ

◎ご存じですか？　○手付金保証制度（1,000万円）

◎ご利用になっていますか？ ○手付金等保管制度

手付金保証業務委員会・手付金等保管業務委員会

では会員の皆さんに、両制度を身近にお役立て頂く

ためのPRに努めております。

より安全な、不動産取引のために両制度をご利用

ください。

�なお、詳しくは協会のホームページまたはパンフ
レットをご覧ください。

（申し込み時に、所属地方本部にて審査を行います。）

http://www.zennichi.or.jp
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！

安心と信頼のお手伝い！
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社団法人　全日本不動産協会
〒１０２-００９４ 東京都千代田区紀尾井町３-３０ 全日会館
TEL.０３-３２６３-７０３０（代） FAX.０３-３２３９-２１９８

社団法人　不動産保証協会
〒１０２-００９４ 東京都千代田区紀尾井町３-３０全日会館
TEL.０３-３２６３-７０５５（代） FAX.０３-３２３９-２１５９

発行所

http://www.zennichi.or.jp/ 会員の方は、会費に購読料が含まれています。 制作・（株）住宅新報社

本誌掲載記事の無断転載を禁じます。

宅地建物取引主任者は、宅建業法35
条に規定する重要事項説明、その重要
事項説明書への記名押印、同法37条に
規定する契約内容記載書面への記名押
印の 3つの業務を行う人です。この 3
つは、取引主任者以外の人は行うこと
ができません。そして、宅地建物取引
業を行う人は、この取引主任者を一定
以上置かなければならないこととされ
ています。
具体的には、本店や支店といった事

務所については、従業員5人に1人以上
の割合で、案内所等では1人以上の取引
主任者を置かなければならないのです。
これは、消費者にとって契約の重要

な部分を説明したりするには、法律や
実務をしっかりと分かっている人がい
ることが求められているからです。
したがって、取引主任者に対するニ

ーズは高く、（表 1）をご覧いただける

とお分かりのように受験者数は増えつ
づけていて、18年試験では、試験の申
込者が24万278人、受験者が19万3,657人
と 9 年ぶりに19万人台となりました。
来年はバブル期のように受験者が20万
人台になるかもしれません。
なお、不動産業に従事している人は、
登録講習を受講して修了すれば、50問
中 5問が免除されます。全体のほんの
1割と思うかもしれませんが、一般の
受験生がこの分野で獲得できる点は 3
点くらいであり、2点確実に上回ると
いうことは、かなり差が出ます。17年度
の試験では一般受験生の合格率が16％
だったのに対し、登録講習修了者の合
格率は29％と、倍近く。登録講習を受
講する人はまだまだ増えそうです。
10月15日に実施された平成18年度の

出題内容は、（表3）のとおりです。
試験は、全部で50問。4肢択一問題

を 2時間で解いていきます。例年10月
第 3週の日曜日、午後 1時（登録講習
修了者は1時10分）から3時まで行われ
ます。出題数は、権利関係（問1～ 16）
が16問、法令上の制限（問17～25）が 9
問、宅建業法が16問（問30～45）、税法
（問26～28）が 3問、鑑定・地価公示（問
29）が1問、その他登録講習修了者免除
科目（問46～50）が5問です。
権利関係、法令上の制限、宅建業法

で全体の 8割を超えています。どこに
注力すべきか、答えは出ています。
各問ごとの難易度を見てください。

今年の出題傾向が表れています。一目
で権利関係の難しさが分かりますね。
なお、合格ラインは、（表 2）のようにな

っており、70％獲得すればほぼ合格と
いえます。

（住宅新報2006年10月24日号より）

今年度の宅建試験を振り返る
～宅建試験ガイダンス～

（表2）過去3年の合格ライン（50問中）

（表3）平成18年度の出題内容（表1）過去5年の受験者数等

※難易度はＡ～Ｄの４段階。Ａが最も難しく、Ｄが最も易しい。

1 民法基本原則 Ａ 26 所得税・住宅ローン控除 Ｃ
2 代理 Ｃ 27 印紙税 Ｃ
3 停止条件付法律行為 Ｂ 28 不動産取得税 Ｄ
4 共有 Ｂ 29 地価公示法 Ｃ
5 抵当権 Ｂ 30 宅建業免許の基準 Ｄ
6 請負 Ｃ 31 取引主任者 Ｄ
7 保証債務における求償 Ａ 32 登録と取引主任者証 Ｃ
8 債務不履行・弁済の提供 Ｂ 33 重要事項説明 Ｃ
9 委任 Ｃ 34 営業保証金 Ｄ
10 賃借権の譲渡・転貸 Ｃ 35 重要事項説明 Ｄ
11 不法行為 Ｃ 36 取引主任者 Ｄ
12 相続 Ｂ 37 37条書面 Ｂ
13 借地権 Ｂ 38 宅建業者間取引 Ｄ
14 借家権 Ｂ 39 業者自ら売主の場合の規制 Ｄ
15 不動産登記 Ｂ 40 業務複合 Ｄ
16 区分所有権 Ｂ 41 業務複合 Ｃ
17 国土利用計画法 Ｃ 42 標識の掲示等 Ｃ
18 都市計画法総合 Ｃ 43 報酬 Ｃ
19 開発許可 Ｄ 44 保証協会 Ｃ
20 開発許可 Ｄ 45 監督処分 Ｃ
21 建築基準法・道路 Ｂ 46 住宅金融公庫 Ｃ
22 高さ制限 Ｃ 47 景品表示法 Ｄ
23 宅地造成等規制法 Ｃ 48 統計 Ｂ
24 土地区画整理法 Ａ 49 建物 Ｂ
25 農地法 Ｃ 50 土地 Ｂ

年度 合否判定基準

15年 35問（70％）

16年 32問（64％）

17年 33問（66％）

年度 受験者数（人） 合格者数（人） 合格率（％）

13 165,104 25,203 15.3

14 169,657 29,423 17.3

15 169,625 25,942 15.3

16 173,457 27,639 15.9

17 181,880 31,520 17.3


